
■2011年 05月 03日 毎日新聞 
 
記者の目：福島第 1原発事故と産業優先 ＝ 福岡賢正 (西部報道部) 
 
◇繰り返された水俣病の構図 
 
東京電力福島第 1原発で進行中の危機に、私は既視感を覚えている。経済成長を追い求め、産業の利益を最
優先する国策の下で、その意思を代弁する学者の意見だけに政治が耳を傾け続けた結果、この国は取り返し

のつかない被害を何度も生じさせてきたからだ。その連鎖を止めない限り、再び悲劇が起きるだろう。 
 
日本原子力学会の元会長や原子力安全委員会の元委員など原子力を先頭に立って推進した学者 16 人が連名
で 3月末、「緊急建言」をまとめた。4月 1日に行った会見で彼らは、福島の原子炉内に蓄えられている放射
性物質の量はチェルノブイリをはるかに上回ることを指摘し、たとえ危機を脱しても極めて長い歳月、厳重

な管理を続ける必要があると語った。反原発側ではなく、推進側の学者がようやく、現状の深刻さを認めた。 
 
◇14年前の警告 班目氏らは無視 
 
今回のような大地震・大津波による原発事故を、地震学者の石橋克彦・神戸大名誉教授が「原発震災」と名

付け 14年前に論文で警告していた。 
その石橋論文に対し、現在の原子力安全委員長である班目春樹氏や今回の事故発生 5日後に内閣参与に任じ
られた小佐古敏荘 (こさこ・としそう)・東大大学院教授 (4月 30日内閣参与辞任) が当時、どんな見解を示
していたのか。石橋氏が雑誌「世界」5月号に書いている。 
班目氏はあらゆる懸念を打ち消した上で「石橋氏は原子力学会では閣いたことがない人である」と素人扱い

した。小佐古氏も「多量な放射能の外部放出は全く起こり得ない」とし、「論文掲載にあたって学者は、専門

的でない項目には慎重になるのが普通である。石橋論文は、明らかに自らの専門外の事項についても論拠な

く言及している」と批判したという。 
 
国の施策遂行にあたって、都合のよい学者の意見を「お墨付き」にして、不都合な他の意見を封じ込めてし

まった例は過去にいくらでもある。 
 
水俣病では、1956 年に熊本大の研究班が水俣湾の魚介類に蓄積された重金属による中毒と指摘し、59 年に
は厚生省 (当時) の研究部会も魚介類の有機水銀が原因と報告した。しかし、国は腐った魚原因説などを発
表した学者の見解を盾に公害と認めず、その後もチッソのアセトアルデヒド工場からの廃液の垂れ流しが放

置された。その結果、湾周辺の人々は汚染された魚を食べ続け、膨大な数の新しい患者が生まれ続けた。65
年には新潟にあった昭和電工の同型工場の廃水による「第二水俣病」も見つかった。 
国は 68 年 9 月の政府見解で、この公害の原因を有機水銀と正式に認めたが、その 4 ヶ月前までに、技術革
新によって国内の同型工場はすべて生産を終えていた。公害と認定されたのは、産業界にとって用済みとな

った後だった。 
 
アスベスト問題でも、被害の拡大が明らかになった後、環境省が設けた健康被害問題検討会の座長に就いた

学者が、日本石綿協会の顧問を 13年間務め、PRビデオで石綿規制に疑問を呈していた事実が発覚し、座長
を辞めている。 
長良川河□堰や諌早湾干拓事業などの大型公共事業が、「環境に与える影響は軽微」との学者の見立てを口実

に推進され、深刻な環境破壊を招いたのも記憶に新しい。 
そんな産官学の癒着の果てに、私たちは今、福島の事態に直面している。 
 
◇「お上任せ」脱し自ら考え行動を 
 
公開された福島第 1原発の水位や圧力のデータから、元原子炉製造技術者でサイエンスライターの田中三彦
氏は、1 号機では激しい地震動によって原子炉圧力容器の配管が破損して冷却材喪失が起きた可能性を「世



界」5 月号で指摘している。同様に 2 号機についても、圧力容器内で発生した水素が、空気より軽いのに原
子炉建屋の最下部にある圧力抑制プール近くにたまって爆発した理由として、「水素が圧力調整用の配管を伝

ってプールに流れ込み、地震でプールに生じた亀裂から外に漏れて周辺の酸素と反応した」と、推論してい

る。 
つまり、津波の前に原子炉は地震によって深刻なダメージを受けていたというのだ。こうした点の検証も行

われていないのに、産業界などからは早くも「津波対策を万全にすれば日本の原発は安全」との声が漏れ始

めている。 
このまま原発に依存し続けるのか。リスクの高い原子炉から順に廃止するのか。一気に全廃を目指すのか。

廃止に伴う不便は甘受できるのか。今度こそ国民一人一人が自らの胸に問い、答えを出し、そして行動を起

こさねばならない。「お上任せ」がいかに危ういか、私たちはもう十分に学んだはずだ。 
 
........................................................................................................................................................................... 
 
■2011年 05月 25日 朝日新聞 
 
インタビュー 3・11 水俣から 原田正純氏 
◇社会教訓生きなかった福島原発の事故 専門家とは誰か 
 
半世紀以上前に熊本県で起きた水俣病から、私たちはいったい何を学んできたのだろうか。福島第 1原子力
発電所の事故から日を追うごとに、水俣で問われ続けたこの国の「病巣」が次々と浮かび上がる。専門家と

は、安全とは、賠償とは。現場主義を貫き、水俣病の患者に寄り添って問題提起を続ける医師、原田正純氏

に聞いた。 
 
――福島第一原子力発電所の深刻な事故を、どう受け止めましたか。 
 
「懲りてないねえ」 
 
――懲りてない、とは。 
 
「水俣病では、政府も産業界も学者も、安全性の考え方を誤ったんです。その後のいろいろな薬害でも、カ

ネミ油症でも、危険が起きる前に危険を予測し、対策を立てられるはずだった。50年たっても教訓は生かさ
れていない」 
「今回、最初はぼくも天災だと思った。でもだんだんわかってくると、やはり人災だった。大地震が起きた

り大津波が来たりしたら原発は危ない、と予告した科学者はいた。だから科学が無能、無力ではなかった。

ただ、その指摘を無視してきたわけですよ」 
 
――警鐘を鳴らした学者に対し、原発推進派の学者たちは「原子力学会では聞いたことのない人だ」などと

言っていました。 
 
「水俣病でも同じ。行政や企業を批判する学者は非難されました。初期には、学界の権威が有機水銀説を否

定する珍説を次々に出して混乱した。その後も国の認定基準を巡って対立が続き、専門家や学界の権威とは

何なのか、ずいぶん問われました。国の意を受けた学会がどんな役割を果たしたのか。同じことが今回も繰

り返されている」 
「原発には賛否両方の意見があることを、公平に出しておくべきでした。『原発危険論なんて少数派で過激な

活動家』みたいなレッテルが張られた時代が続いた。でも、日本が本当に民主的で科学的な国なら、彼らが

議論する場を公平に保障するのが政府の役目だと思いますけどね」 
 
――原田さんが考える専門家とは誰を指すのですか。 
 
「本当に原発の専門家であれば、当然、今回の事態を予測しなきゃいけなかったはずですよね」 



「ぼくは専門家の存在そのものを否定するわけじゃない。でも『何が専門家なのか』があいまいだと言いた

い。いわゆる『専門家』(学者) の言うことだけをうのみにすると危ない。魚の専門家とは誰か。大学にもい
るだろうが、水俣の海で毎日魚を取って暮らす漁師も専門家です」 
「水俣で、生まれてきた子が発症しているとわかった時、医学者はみんな、『母親の胎盤を毒物が通るなんて

ありえない』と考えた。でも、お母さんたちは『私から水銀が行ったに違いない』と一発で言い当てた。胎

児性水俣病の発見です。母親は専門家と言っていい。それを『あなた方は素人。俺たちは専門家だから正し

い』という風にやってきた」 
 
――そうした反省から提唱したのが「水俣学」だったのですね。 
 
「水俣学は従来の専門家の枠を一度外してしまおうという試みです。水俣病は、社会的、経済的、政治的な

側面があるきわめて複合的、総合的な事件です。それを『病気だから』と医学者に丸投げしてしまった。だ

からいまだに解決できない」 
「一番大事なのは、地元の住民とか被害者、あるいはチッソの工場で働いていた労働者です。彼らの知恵と

か経験を見直そう、採り入れようというのが水俣学です。本当は『学』なんてつけたくないんだけど」 
 
――福島第 1原発の原子炉を冷却した水による海洋汚染は、水俣病を連想させます。海で薄めようという考
え方が繰り返されました。 

 
「チッソは、海は広いから有機水銀も薄まると考え、水俣の海に捨てたわけでしょう。確かに薄まりました

よ。ところがそこにはたくさんの生物がいて、食物連鎖によって毒をどんどん濃縮してしまった。自然界に

は希釈と濃縮の両方があります。裏と表なんです。人間は自分たちにとって都合のいいことだけを考えがち。

今度もそうじゃないですか」 
 
――放射性物質の安全基準が問題になっています。どこで線を引き、住民にどう説明するべきでしょう。 
 
「注意してほしいのですが、安全基準とはあくまでも仮説に基づく暫定的な数値であって、絶対的なもので

はありません。そもそも『安全基準』という言葉がよくない。どこまでなら我慢できるか、『我慢基準』と呼

ぶべきだという人もいます」 
 
――それでは安心できません。 
 
「そう。それはものすごく気になっている。住民にしてみたら、自分たちは安全なのかそうでないのか。な

ぜ避難しなければいけないのか。なぜまだ戻れないのか。その根拠は何なのよ。そういう疑問はまったく当

然です」 
「テレビの報道でも『政府は根拠を示せ』と言っているでしょ。ところが、実際には絶対的な根拠なんてな

い。それなのに (政治もメディアも) あるはずだと決めてかかるからおかしなことになる」  
「ただし、根拠を示せないからといって政府が口をつぐんだらだめ。『現時点では十分な科学的根拠はありま

せん。でも今後こういう危険が考えられるので、政治的な判断で実施します』ということを、ていねいにて

いねいに説明することです。もちろん住民の不安をあおったらいけないけれど、放射線の影響には未知の部

分があることもしっかり押さえておかないといけない」 
 
◇健康を長期管理し賠償基準の協議に被害住民入れよ 
 
――事故全体が解決するには長い時間がかかりそうです。住民の将来にわたっての健康問題も気になります。

すぐに取り組むべき方策は。 
 
「水俣では実現できていませんが、関係する地域の住民全体の健康調査を行い、記録台帳をつくることが大

事です。放射線は全身の影響を考えなくてはならないし、神経症状が主だった水俣病よりも大変です。長期

にわたって管理し、体に何か起きたときはすぐに対応する、そういう態勢が必要です」 



「ただ、それを今やってすぐに何かの結果が出るわけではない。調査したという既成事実だけが先行して、

『やったけど、影響はなかった』などと幕引きに利用されないように注意が必要です。また、調査結果が新

たな差別につながらないよう十分気をつけなくてはなりません」 
 
――政府は現在、被害住民への損害賠償の基準を作ろうとしています。考えるべき点は何ですか。 
 
「どういう賠償をどこまで行うか、それをいわゆる専門家だけで決めないこと。協議の場に被害の当事者を

入れるべきです」 
 
――どういうことでしょうか。 
 
「カナダの水俣病が参考になります。補償委員会というのがあって、医者だけでなく法律家、そして被害住

民も入っているんです。びっくりしました。医者だけで構成した日本とは全然違う。これはいい方法だと思

いました。被害者にどう納得してもらえるかは、実際にどれぐらいの被害があったかということ以上に大切

ですから」 
「ましてや今回は複雑です。物が売れない、家に住めないなどの被害ならある程度計算できる。でも、心の

痛みとか発がん性とかになると、なかなか計算できない。精神的なトラウマも深刻です。だから、賠償の枠

組みや方法を決める段階で被害者が納得する方法が必要じゃないですか。一方的に、お上や専門家が決める

のではなく」 
 
――水俣から学べることは。 
 
「賠償の枠組みは、最初にすべてを決めてしまわないこと。水俣病の新救済制度の場合、政府が『いつまで

に打ち切る』なんて期限を決めるから人々が不安になった。『何かあったらいつでも相談に応じます』と言っ

て窓口を残しておけば、多くの人がひとまず安心するでしょう。政府や電力会社は早く終わらせたいでしょ

うが、水俣の苦い経験を、今度こそ、学んでほしいですね」 
 
 
◇原田正純 はらだ・まさずみ 34 年生まれ｡熊本大大学院時代に水俣病と出合い､一貫して患者の立場から
研究を続ける。著書に「水俣が映す世界」など。2010年度朝日賞｡ 
 
 
◇取材を終えて 
「ちょっと偉そうに言わせてもらった」。インタビューの直後、席を立つ原田さんの口から漏れた言葉だった。

ちっとも偉そうじゃない人からそう聞くと、言葉の一つ一つが深みを増す。「想定外の津波で……」と繰り返

した原子力の専門家たちの偉そうな言葉が、空しく聞こえる。 
(西部報道センター長・野上隆生、安田朋起) 

 
 
◇水俣病と水俣学 
チッソ水俣工場 (熊本県水俣市) の排水が原因の有機水銀中毒。国の公式確認は 1956年だったが、公害病と
認めたのは 68年。今も国の認定基準をめぐって訴訟が続く。認定患者は約 2300人、未認定患者は 5万人以
上。さらに多数の潜在被害者がいる。 
 
水俣学は、半世紀以上も混迷を続ける水俣病問題を通してどのような教訓を導き出せるかを探る、学際的な

取り組み。原田氏が 2002 年から熊本学園大で開講した。従来の学問の枠にとどまらず、被害の現場や当事
者から学ぶことが特徴だ。患者も講師になる。栃木県の足尾鉱毒事件で強制破壊された谷中村に住み、被害

民から学んだ田中正造の「谷中学」をヒントにした。 
 


